
1　事業の概要

①　成果目標（H24)

②　事業内容

　国庫支出金

　県　債

　その他（繰入金等）

　一般財源

 決　　算　　額（B）

 職員数（人）

 概算人件費 （Ｃ）

２　今後の事業の方向性

8,569 7,680

22,266

     -  2,393

16,632 24,928

     -       -  280

43,681 36,914

     -  

国63.6％
数59.1％
英58.2％

国64.1％
数61.3％
英60.8％

40.0%

H25
目標目標 成果

国63.6％
数59.1％
英58.2％

38.8%大学進学率

成果目標の達成状況

38.7%

県の学力実態調査（高
２）における基礎学力
定着度（正答率）

目指す姿

現状

事業内容

合計

キャリア教育支援事業

県が関与
する理由

進路情報活用 直接

2,325 2,192

36.7%

Ｈ２４

未達成

達成

現況
（見込）

国63.4％
数58.9％
英58.0％

項目

・学習合宿
・信州サイエンスキャンプ、信州赤ひげ塾

・学習意欲を向上させることにより、自ら学び学習する生徒を育てる。
・基礎学力を定着させ、学力の向上を図り、生徒一人ひとりの｢生きる力」が育成されるようにする。
・「長野県キャリア教育ガイドライン」に基づき、学校全体をキャリア教育の視点で見直すとともに、高校生の就業体験活動の推進と市町村
プラットフォームの構築をさらに推進する。
・生徒自身が自己の特性や関心に応じた進路目標を持ち、社会情勢を適切に判断し、進路を選択できる能力を身につける。

10,277 9,344

2,453

項目

【左記の説明、根拠法令等】

（単位：千円）　

（決算）

□内部管理

□民間、市町村でも実施可能だが、県関与の必要性有

□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

H25
H24事業実績

（当初）

・県内公立高校の四年制大学現役進学率を４０％まで上昇させる。
・県内高校生の大学入試センター試験の現役志願率を上げ、学習習慣の定着等を目的とした学習合宿の参加人数7,000人以上を目
指す。

（当初）

達成状況

7,797

46,934

■県でなければ実施不可　

・進路指導書籍の整備
・大学入試問題のデータベース、進路ネット情報の活用
・進路指導関係会議

事業番号 14 05 05

・生徒の中には、学ぶ目的の喪失や学習意欲の欠如、家庭学習時間の減少などを抱えている者がいる。
・義務教育段階の基礎学力が不十分な生徒が少なくなく、学力不足を補う「学び直し」に取り組んでいる。
・普通科における就業体験活動が不足している。地域、家庭の教育力を活用したキャリア教育を進めている。
・経済状況の停滞に加え、大卒者の就職難も影響し、進学をあきらめる等、希望の進路が実現できないこともある。

□法令等義務

事業改善シート （２４年度実施事業分）　　□予算要求　　□予算案　　　■点検

事　業　名 学力向上推進事業費 担
当
課

部局 教育委員会事務局

課・室 教学指導課

＜参考＞
総合５か年
計画

プロジェクト  ８　教育再生プロジェクト　１　次世代産業創出プロジェクト　５　雇用・社会参加促進プロジェクト　７　活動人口増加プロジェクト E-mail kyogaku@pref.nagano.lg.jp

施策の総合的展開
～２　信州に根ざし世界に通じる人材の育成 実施期間

７－１　子ども一人ひとりの個性や能力を伸ばす学校教育の充実

10,393

H24

24年度

・伸びる力養成講座（センター･記述対策）
・進学対策集中講座
・プラスワンプロジェクト（基礎学力の向上　等）

25年度

直接

・高校生の幼稚園・保育所での幼児との触れ合い体験の拡充
等

23年度

進路対策講座

実施方法

直接

・長野県キャリア教育支援センター
・キャリア教育実践研究
・「ずく出せ修業]就業体験事業　等

・ＳＳＨ指定校を支援するため、事務員を配置

直接

＊子育て理解教育 直接

＊ＳＳＨ指定校支援事業 委託

理数系学力の伸長

予
算
額

前年度繰越 0 0 0

46,93430,445

9,677 20,468

当初予算 22,445 31,893 43,681 46,934

0

-1,448 -3,033

30,971 26,466

0 0

1,855 0

40,648

0

25,140

0

2.00

16,634

0

0

2,695

53,430

2.00 2.00

45,170

28,654 36,914

0

2.00

22,445 28,590

16,516

63,450

今後、事業
をどのよう
にしていき
たいか。

　　□ 事業を実施しない　　　　　□ 事業を見直して実施　　　　　■ 事業を現行どおり実施

　景気動向からも国公立大学への進学志向は高く、事業へのニーズは高い。生徒の学力を向上させ、進路希望を実現、保障するために
は、県が主体となり、各高校でさらに取り組む必要がある。
　高校間の連携強化、交流を深め、生徒の学習意欲の向上と進学支援の充実を図っていく。
　また、新たに県への委託事業となったＳＳＨ指定校支援事業を円滑に進めていく。

目標に対
する成果
の状況

　県内公立高校の四年制大学現役進学率は、景気動向や大卒者の就職状況等の影響もあり、前年度より進学者数は増加したものの、進
学率は低下した。

39,150

16,516 16,516

 概算事業費（B（A）+C）

事
 

業
 
コ
 
ス
 
ト

区　　分（単位：千円） 22年度

補正予算

合計（A)

22,516

Aの
財源

2,695

概　算
人件費


	点検（様式３）

